










た。それでも、わ かに焼け残った大講堂や剣道場などを教場として、徐々に授業を再開していく。しか 教育現場では、国士舘教育の根幹でもあった武道教育が、戦後教育改革により禁止されるなど それまで国士舘築いてきた文武両道による 方針の変更をせまられることとなった。加えて 校名および寄附行為の改正をも
求められた。また、 国士舘専門学校校長柴田德次郎には、翌四六年三月、公職追放が適用され、 長の交代を余儀なくされた。　
かくして、武道教育の廃止、校名および寄附行為の変
更、校長の交代といった状況を脱し、新たな体制を整えねばならなかった。結果的には、戦後最初で最大の危機を乗り越え、新たな教育制度のもとで再生を果 していくのであるが その実態につ ては不明な部分 少なくない。　
例えば、校名変更については、ＧＨＱ（連合国軍最高




































































































































年、国漢剣道科・国漢柔道科の四年制の専門学校として創設された。教育目的の柱は、国語・漢文・武道の中等教員養成であった。その後、一九三九（昭和一四）年、既科を武道国漢科に改組し、 興亜科を増設。一九 二 （昭和一七）年、武道地歴科を増設。そして 一九四四（昭和一九）年、学科を剣道科・柔道 ・弓道 に、専攻を国語・地理・歴史（三 制） となった。　【表１】がそのカリキュラムである。科目は共通科目と専攻科目とに分かれている。共通 目は、武道についての理論や歴史、体育教育に伴う理論・衛生・救護・行政等であり、全学生必修であった。対して、専攻科 は国語・地理・歴史の内 何れ 一つを選択した。それゆえ「剣道科国語専攻」とか「柔道科地理専攻」といったかたちをとった。 ここで注 すべきは、 元来、 国士舘で
国漢と武道を学ぶスタイルであったのが、数度の改組を経た結果、創設以来の柱の一つであった「国漢」を専攻しないケースを生じたのである。これは、 「国漢」の軽視ではなく、昭和一〇年代には、武道教育において「東の国士舘、西の武専（大日本武徳会武道専門学校） 」と評されており、武道により力が入ってきたことによるものであろう。　
一方、 【表２】は改正後のカリキュラムである。最も
顕著な違いは、旧カリキュラム あった共通科目が教育のため 必修科目であった め、 必然的に除外され、授業時数が大幅に減少したことにある。そして、各専攻であった国語・地理・歴史が、それぞれ科名となっている。　
国語科・地理科・歴史科の教授時数は何れも同数であ













弓道科十五名」を「国語科一〇〇名地理科五〇名歴史科五〇名」と改正している（第三条） 。入学定員は全体で二〇〇名と変わらずであるが、 各科の定員を比較するに、地理科・歴史科が共に五〇名であるのに対し 、国語科のみは倍の一 〇名 しており、国語科を中心とした教育体制を採っていたことがわかる。　
寄宿舎のあり方についても大きな改正があった。戦前



































六四年、主に一九四九年まで 葉書一六八通、書簡四六通） 、受験票、合格通知 入学許可証、成績優等賞状卒業アルバム等、計二一九点である　
飯塚新吾氏は、一九四五年三月 静岡県立島田商業学



















































































































長は柴田德次郎である。 「校長ハ天下ノ国士舘トシテ続行スルト云フ事ヲ熱演」していたというが、戦後の教育改革の流れに沿うようなかたちで、すでに通学の許可や柔道を随意科にするなどの措置がとられ、文部省へ正式に申請をする同年一二月以前に改善措置がなされていたことがわかる。また、 学科についても同様で 「国語科」 「地理科」といった枠組みに変えている。他方、学生が自治的に運営することとなった食堂は、終戦直後でもあり厳しい状況であったことが窺える。　
ここで一つ疑問が生じる記載がある。先にみてきたよ



























元気な由何より結構御蔭で俺も元気。丗日上京しやうと思ってゐる。学校へは一日から出やうと思ふ。十四日に岡野氏が家へきて呉れて、二人で警察へ柔道を りに行 た。岡野氏は大蝶さんに随分しぼられた 江川の家は去
とあり、警察へ柔道の稽古のため訪れていることがわかる。　
他校の事例からも同様の様子が伝わっている。慶應義































拝復御手紙有難く拝見致しました。 （三月二十一日后前十一時着信）自然は春の趣を感じさせる候となり活動の時期吾々青年の春は又再び来ました。貴兄には向学の心やみ難く又帰校して、勉学との事御喜び申し上げます。 啓司長々の御無音御許容願ひます扨て、小生の事少しお話致しませう。一月二十日ヨリ三月八日迄三学期 授業有り、 （三月三日ヨリ八日まで試験）終つて、春期休みとなり四月十五新学年の始業式が有る です。現在、私し、少々勉学致して居りますので、種々様々の事を書き知らせ
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文部省の指導を受けて、文書 よる指令を受ける以前に自ら先んじて申請を行ったと思われる。 先に示した如く、申請の 言のなかに、正式な指令があったこ す文言、すなわち発給先の機関および発議番号によることを示した文言がなく、時代の趨勢に鑑みたとするような一
　
まずは、学内行事の日程について、一月二〇日～三月






変更を加えた。 「国士」の文言を削除し、財団の目指すところを「平和主義新日本建設」のため 新時代へ 即応のためとした。しかしながら、それ以外の条文については大きな は られていない。要するに、校名の変更でもあったような国家 的要素を含むと捉えられかねない表現を変更すれば問題はなく、それまでの寄附行為自体は新たな教育制度のもとでも概ね引き継げるものであった。　
一方、学則は、武道教育の禁止に伴う大幅なカリキュ
ラム改正が われた。戦前においては、本科を剣道科・柔道科・弓道科とし、国語・地理・歴史のうち何れか一つを選択専攻するあり方であっ 。それが武道教育 禁止に伴い改正され、本 が国語科・地理科 科となった。このため国士舘伝統の武道教育は途絶え、復活は一九五六（昭和三一）年の国士舘短期大学体育科の創設まで俟つこととなった。また、新設の地理科・歴史科は、旧来の専攻が格上げされたかたちであり、専攻とし
て採り入れたのも一九四四年と歴史が浅かったこともあり、カリキュラム内容においても、また、実際においても、国士舘創設期よりあった国漢に比べ充実度は低かったと考えられる。　
学内状況については、飯塚新吾氏が学友と取り交わし











への選択肢としては、新制大学への転換を図るか、アメリカのジュニアカレッジのよ な二年制の大学を目指かの二つに一つであっ 。至徳学園では、 後者 選択し短期大学の創設を目指して動いていくこと な 。 結果、一九五三（昭和二八）年四月の国士舘短期 国文科・経済科二部（二年制）の創設に結実す 。　
但し、当初より短期大学の創設のみを視野に入れてい
た訳ではなく、 一九四九（昭和二 ）年に公布された「私立学校法」に基づき大学創設を目指したが 資金難等から難航。しかし、 六 一一月の「国士舘再興の会」発足を契機に体制を再構築 、翌五二年五月には「国士舘再興会議」と改称し、同時に「国士舘再建趣意書」を発表 た。この趣意書によれば、占領政策の終結と同時に の名称に復し、将来日本国家に




育科の増設、そして、一九五八（昭和三三）年 国士舘大学体育学部の創設で結実する。一方、商経大学部（昼間四年）構想は、 一九五三年の 士舘短期大学経済科 二部）創設を端緒とし 一九六一（昭和三六）年 政経部設置を以て現実となった。　
こうして戦前の専門学校時代よりの国漢・武道の両学









新に国士舘大学を設置し体育学部として、人格涵養の点で、実力の点で、且つ指導力の点で一層の充実を図りたく、且つ又中学校高等学校に於ける体育科有資格者教員の甚大な需要 要求に応じ特に有資格者、武道指導者の需要緩和に寄与したく以て新日本の要求する「健全なる身体、健全なる精神」の新国民錬成を目標として国士舘大学体育 部 認可の申請に及んだ次第であ ます。
養成中心から、より幅の広い教育目的に移行したのである。　
以上、終戦直後の国士舘の学内状況の解明に加え、そ
の後の展望を示したが、 何れも未だ一面的な分析である。今後は、より多面的な視点をもって国士舘の戦後史に取り組んでいきたい。とくに、今回全く触れることの出来なかった戦災復興のための資金調達の実態とそれに伴う理事会の動向については他日に期したい。　　
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【表
1】国士舘専門学校学科及其程度（一九四四年）
共通科目
毎週教授時数
学年
　
　
学科
目
第一学年
第二学年
第三学年
道義
二
二
二
　
国
　　
体
（二）
　
国民道徳
（二）
　
公
　　
民
（二）
教
　
育
二
二
二
　
青年心理
　
学校衛生
（二）
　
教
 育
 史
（二）
　
教
 育
 学
　
教
 授
 法
（二）
武道　
体育理論
一五
一八
一八
　
武
　　
道
（一二）
（一二）
（一二）
　
武道理論
（二）
（二）
（二）
　
武
 道
 史
（一）
（一）
（一）
　
生
　　
理
（一）
　
衛
　　
生
（一）
　
救急看護
（一）
　
体育行政
（一）
　
教
　　
練
（七）
（四）
（四）
体
　
練
二
二
二
計
二八
二八
二八
国語専攻
学年
　
　
学科
目
第一学年
第二学年
第三学年
国語・購読
六
五
五
国文学・国文学史
一
二
国語学 国語学史
一
一
一
　　
国
　
文
　
法
一
一
　　
話方及作文
一
一
　　
漢
 文
 購
 読
五
五
五
漢文学・漢文学史
一
一
二
漢文法・及 作文
一
一
　　
演
　　　
習
　　
国
　　　
史
二
　　
大
 東
 亜
 史
二
二
　　
有
 職
 故
 実
二
計
二一
二一
二一
合計
四九
四九
四九
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地理専攻
学年
　
　
学科
目
第一学年
第二学年
第三学年
地理思想発達史
二
地理基礎論
二
二
二
　　
地
　
形
（二）
　　
地
　
質
（二）
　　
気
　
候
（二）
地理通論
二
三
五
　　　
政治国防
（一）
（三）
　
資源産業交通
（二）
（二）
　　
民
　
族
（二）
地誌
五
七
三
　　
日
　
本
（三）
（二）
　　
大東亜
（二）
（三）
　　
欧亜米
（二）
（三）
地球海洋学
二
郷土地理
二
地図研究
二
地理実習
二
二
演習
二
二
四
史学概論
二
国史
二
二
大東亜史
三
欧米史
三
計
二一
二一
二一
合計
四九
四九
四九
歴史専攻
学年
　
　
学科
目
第一学年
第二学年
第三学年
史学概論
二
国史
四
四
四
大東亜史
四
四
四
欧米史
三
三
四
考古学
二
文書学
二
演習
二
二
六
国語及漢文地理
二
通論
二
地誌
二
二
二
計
二一
二一
二〇
合計
四九
四九
四八
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【表
2】至徳専門学校学科及其程度（一九四六年）
国語科授業課程表
学年
　
　
課目
第一学年
毎週教授時数
第二学年
毎週教授時数
第三学年
毎週教授時数
国語
講読 　
  古
 今
 集
　
竹取物語
　
  古
 事
 記
　
増
　　
鑑
　
平家物語
　
  徒
 然
 草
　
  現
 代
 文
国文学史概説国文法及作文
一八
講読 　　
新古今集
　
  俳
 文
 学
　
源氏物語
　
謡
　　
曲
　
土佐日記
　
  枕
 草
 子
国文学概説国文法及作文
一七
講読 　
  万
 葉
 集
　
祝詞宣命
　
西
　　
鶴
　
近
　
松
　
伊勢物語
国文学概論国語学概論国語教授演習
一七
漢文
講読 　　
論
　　
語
　
孟
　
子
　
史
　
記
　
日本外史
漢文法及漢作文
　
講読 　　
大学中庸
　
  唐
 詩
 選
　
左
　　
伝
　
古文真宝
支那文学史概説
講読 　　
老
　　
子
　
詩
　
経
　
書
　
経
支那文学概論漢文教授演習
教育心理
心理学
二
教育史
二
教育学教授法
二
歴史
国史
二
東洋史
二
西洋史
二
外国語
英語
六
英語
六
英語
六
修身
論理学概論
五
東洋倫理
六
西洋倫理
六
哲学倫理
論理学
哲学
法制経済
経済学原論
米国憲法
経済政策
社会学
社会学
社会立法
社会政策
E
locution
体操合計
三三
三三
三三





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歴史科授業課程表
学年
　
　
課目
第一学年
毎週教授時数
第二学年
毎週教授時数
第三学年
毎週教授時数
歴史
史学概論国史 東洋史西洋演習 （東洋史）
一八
考古学国史 東洋史西洋演習（ 史）
一七
古文書学国史 東洋史西洋演習 （西洋史）
一七
教育心理
心理学
二
教育史
二
教育学教授法
二
地理
地 基礎論
二
地理通論
二
地誌
二
外国語
英語
六
英語
六
英語
六
修身
論理学概論
五
東洋倫理
六
西洋倫理
六
哲学倫
論理学
哲学
法制経済
経済学原論
米国憲法
経済政策
社会学
社会学
社会立法
社会政策
E
locution
体操合計
三三
三三
三三
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地理科授業課程表
学年
　
　
課目
第一学年
毎週教授時数
第二学年
毎週教授時数
第三学年
毎週教授時数
地理
地理思想発達史地理基礎論（地形）通論 （資源産業交通）地誌
　
（日
　
本）
　　　
（亜細亜）
地球海洋郷
土
実
習
演
習
一八
地理基礎論（地質）　　　
（日
　
本）
地誌
　
（亜細亜）
　　
（欧 米）
通論 （資源産業交通）実
習
演
習
一七
地理基礎論（気候）通論（民
 
族）
地誌（欧亜米）地図研究演
習
一七
教育心理
心理学
二
教育史
二
教育学教授法
二
歴史
国史
二
東洋史
二
西洋史
二
外国語
英語
六
英語
六
英語
六
修身
論理学概論
五
東洋倫理
六
西洋倫理
六
哲学論理
論理学
哲学
法制経済
経済学原論
米国憲法
経済政策
社会学
社会学
社会立法
社会政策
E
locution
体操合計
三三
三三
三三
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